様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　令和3年6月16日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かたくら　まさみ
                              （法人の場合）代表者の氏名 　片倉　正美   印
住所　〒100-0006　東京都千代田区有楽町一丁目1番2号

法人番号　1010005005059　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 ニュースリリース（2020年2月26日）
EY新日本、次代のデジタル監査・保証ビジネスモデル「Assurance 4.0」でプロフェッショナルサービスの強化へ
2 監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）

	公表日
	上記参照 

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 ニュースリリース（2020年2月26日）HPにて公表
EY新日本、次代のデジタル監査・保証ビジネスモデル 「Assurance 4.0」でプロフェッショナルサービスの強化へ | EY Japan  (https://www.ey.com/ja_jp/news/2020/02/ey-japan-news-release-2020-02-26）
2 監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）
HPにて公表
(https://www.shinnihon.or.jp/about-us/our-profile/stakeholder/audit-quality-report/pdf/shinnihon-audit-quality-report-2020.pdf）記載箇所P6

	記載内容抜粋
	デジタル技術の進化により社会やクライアントは目まぐるしいスピードで変化を遂げているが、EY新日本としても監査品質を向上させるためにデータやテクノロジーのさらなる活用を進めるとともに、監査法人のビジネスモデル自体の変革に業界のトップランナーとして取り組むことで、社会やクライアントの期待に継続的に応えていく旨をアシュアランスイノベーション戦略として公表おります。
当該戦略のなかで「Building a better working world（グローバルな経済社会の円滑な発展に貢献する監査法人）」をPurposeとし、その下で経営ビジョンのひとつとして「Assurance 4.0」を掲げ、社会、クライアント、EYプロフェッショナルなど多様なステークホルダーに新たな価値を提供することを明示しております。
　なお、「Assurance 4.0」とは、資本市場の信頼性向上とデジタル社会の健全な発展のために、EY新日本が追求する次代の監査・保証サービスを提供するビジネスモデルを意味しており、特にクライアントへの価値創出という観点では、データやテクノロジーのさらなる活用を進め、クライアントにおけるリスク評価の適時性の向上、迅速な意思決定への寄与、並びに監査対応の生産性向上に寄与する旨を公表しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	EY新日本は、経営の意思決定機関として経営会議を設置しており経営理念(Purpose)、アシュアランスイノベーション戦略、監査品質を追求する基本方針等は、経営会議の決定に基づいております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 ニュースリリース（2020年2月26日）
EY新日本、次代のデジタル監査・保証ビジネスモデル「Assurance 4.0」でプロフェッショナルサービスの強化へ
2 監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）

	公表日
	上記参照

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 ニュースリリース（2020年2月26日）HPにて公表
EY新日本、次代のデジタル監査・保証ビジネスモデル 「Assurance 4.0」でプロフェッショナルサービスの強化へ | EY Japan  (https://www.ey.com/ja_jp/news/2020/02/ey-japan-news-release-2020-02-26）
2 監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）
HPにて公表
(https://www.shinnihon.or.jp/about-us/our-profile/stakeholder/audit-quality-report/pdf/shinnihon-audit-quality-report-2020.pdf）記載箇所P10-14,49-50

	記載内容抜粋
	Assurance 4.0を実現するための戦略(「アシュアランスイノベーション戦略」)として、以下3つの重点領域を戦略の柱として定め、公表しております。なお、いずれの重点領域においてもデジタル技術を用いたデータ活用等を戦略として織り込んでおります。
1 　CoEの活用とオートメーションの推進
：監査業務の担い手とプロセスの変革として、主に業務の標準化と自動化を推進
(戦略におけるデジタル技術を用いたデータ活用などの組み込み)
プロセスの変革として、デジタル技術を駆使してEY新日本自らが自動化ツールを開発し監査に関する業務の自動化を進めるとともに、業種(セクター)固有の深度ある分析を行うべく循環取引など不正リスクに対応するツールを含むアナリティクス手法の開発も進めております。
②　AIと全量データを活用したリアルタイムなリスクの識別の追求
：データ連携と分析手法の変革として、主にクライアントとのリアルタイムなデータ連携の推進や、最先端テクノロジーを活用した全量データに対する効果的かつ高度な分析の実施によるリスク識別の追求
(戦略におけるデジタル技術を用いたデータ活用などの組み込み)
全量データに対する効果的かつ高度な分析の実施によるリスク識別を行うために、EYグローバルで開発した総勘定元帳や補助元帳を活用した分析ツールに加え、EY新日本と東京大学大学院経済学研究科 首藤准教授と共同開発したAI監査ツールを監査に導入しております。
　なお、クライアントのERPシステムとの常時接続の仕組みを構築し、リアルタイムな全量データの取得と自動化されたプログラムを通じたタイムリーな異常検知を目指す「継続的監査手法(Continuous Auditing)」についてもパイロット企業への適用を進めております。
3 クライアントに訴求できるデジタル人材への変革
：データから得られたリスクや洞察（インサイト）をクライアントに訴求するための人材とプロフェッショナルサービスの変革
(戦略におけるデジタル技術を用いたデータ活用などの組み込み)
プロフェッショナルサービスの変革として、次代のデジタル監査サービスであるSmart Auditへの対応に向けてデジタルリテラシーを向上させる取り組みを複数行っているほか次代のデジタル保証サービスであるDigital Trust（サイバーセキュリティ、データガバナンスなど）についても早期事業化に向けての取り組みを進めております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	EY新日本は、経営の意思決定機関として経営会議を設置しており、経営理念(Purpose)、アシュアランスイノベーション戦略、監査品質を追求する基本方針等は、経営会議の決定に基づいております。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ニュースリリース（2020年2月26日）
HPにて公表
EY新日本、次代のデジタル監査・保証ビジネスモデル 「Assurance 4.0」でプロフェッショナルサービスの強化へ | EY Japan 
（https://www.ey.com/ja_jp/news/2020/02/ey-japan-news-release-2020-02-26）

	記載内容抜粋
	戦略推進の体制については、理事長直轄の「アシュアランスイノベーション本部」を設置し、「オペレーション」「アナリティクス」「オートメーション」の各専門分野の人材と知見を集結した専門組織「Center of Excellence(CoE)」の強化、およびリアルタイムなリスク識別に向けたテクノロジーの開発を行う「AIラボ」を含む4つの部からなる組織体制を構築し、2023年6月末までに総勢800名体制の確立に向けて継続的な強化を行う旨を公表しております。




② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）
HPにて公表
「監査品質に関する報告書2020」を発行
(https://www.shinnihon.or.jp/about-us/our-profile/stakeholder/audit-quality-report/pdf/shinnihon-audit-quality-report-2020.pdf）記載箇所P10-14,49-50資料

	記載内容抜粋
	アシュアランスイノベーション戦略を推進するためのITシステム、デジタル技術活用の環境整備としては、EYグローバルが全世界共通で開発、導入を行う監査プラットフォームとEY新日本独自にて開発、導入を行うデジタル監査ツールや取り組みとがあり、EYグローバルのメンバーファームとして質の高い全世界共通のプラットフォーム活用の利点を享受するとともに、日本固有のナレッジや強みを生かした独自開発を伴う戦略を加えることで、戦略推進の実効性を担保するための環境を整備していることを公表しております。
　全世界共通の監査プラットフォームは、EY Canvas(*1)、EY Helix(*2)、EY GAM(*3)、EY Atlas(*4)から構成され、特にEY HelixとEY GAMはテクノロジーの進化に伴う全量データへの効果的かつ高度な分析の実施によるリスク識別と検証を行うデータドリブン監査を支える監査手法と分析ツール群であり、アシュアランスイノベーション戦略の推進を支える基盤となっております。
　EY新日本では上記に加え、上記（2）にも記載している、プロセスの変革のための監査業務の自動化ツール、業種(セクター)固有の深度ある分析を行うための循環取引など不正リスクへの個別検証に対応する分析ツール、AI監査ツールであるEY Helix General Ledger Anomaly Detector(*5)とWeb Dolphin(*6)などのデジタル監査ツールをEY新日本独自の研究により開発、運用するとともに、継続的監査手法やプロセスマイニングなど新たな取り組みを通じて、デジタル技術を最大限に活用したデータドリブン監査の実現とイノベーション戦略の達成に向けて取り組んでおります。

【注釈】
*1: 監査の実施内容・結果やマイルストーン管理など、監査業務の全プロセスで利用する基幹ツール
*2: データドリブン監査の手法とその実施を支える分析ツール群。総勘定元帳データを利用するEY Helix General Ledger Analyzer, 勘定科目の補助元帳データを利用するEY Helix Sub-ledger Analyzer、総勘定元帳データから異常性の高い仕訳を検知するEY Helix General  Ledger Anomaly Detectorなど
*3: 監査の実施にあたりEYメンバーファームが準拠する監査手法(データドリブン監査の手法を含む）「EY Global Audit Methodology」
*4: EY GAMや日本を含む世界各国・地域の会計基準・監査基準などを網羅するナレッジデータベース
*5: 総勘定元帳からの異常仕訳検知アルゴリズム
*6: 不正会計予測モデルを組み込んだ財務諸表分析ツール



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）

	公表日
	上記参照

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）
HPにて公表
[bookmark: _GoBack](https://www.shinnihon.or.jp/about-us/our-profile/stakeholder/audit-quality-report/pdf/shinnihon-audit-quality-report-2020.pdf）記載箇所P4,10

	記載内容抜粋
	監査品質に関する報告書において、「テクノロジーの活用と業務改革」の主な項目として監査業務でのテクノロジー活用、データ分析の高度化、担い手の変革などの達成状況について実績数値を毎年公表しております。なお、監査のビジネスモデルの変革についての達成度を測る指標としては、監査プロフェッショナルの業務時間を24%削減すること（現在のCoEの割合13%を2023年には37.4%へ）を掲げ、公表しております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	下記参照


	発信方法
	1 EYウェブセミナー「第4回ビジネストランスフォーメーションとコーポレート部門の役割」(2021年2月26日)
テクノロジーによる経営改革～ビジネスにおけるDXの必要性とは | EY Japan
（https://www.ey.com/ja_jp/consulting/business-transformation-and-the-roles-of-the-corporate-department-04）
2 日本経済新聞「EY新日本、AIエンジニアなど倍増へ22年度末」(2020年2月25日)　
(https://www.nikkei.com/article/DGXMZO56044860V20C20A2DTA000/）
3 ダイヤモンドオンライン「初の女性理事長が挑む覚悟と信念の「監査イノベーション」(2019年6月10日)
(https://diamond.jp/articles/-/204052)
4 監査品質に関する報告書2020（2020年11月4日）
（https://www.shinnihon.or.jp/about-us/our-profile/stakeholder/audit-quality-report/pdf/shinnihon-audit-quality-report-2020.pdf）記載箇所P2,5-9
5 情報センサー　2021年新年号新年特別対談
パラダイムシフトを迎えた日本社会と、加速するイノベーション(https://www.eyjapan.jp/library/issue/info-sensor/2021-01-01.html) 
6 BSテレビ東京「日経モーニングプラスFT」(2020年11月24日午前7時5分～放送)

	発信内容
	EY新日本の理事長自らがクライアント向けのEYウェブセミナーにおける対談企画への登壇、経済ニュース番組「日経モーニングプラスFT」への出演をはじめ、以下に記載の新聞、雑誌などへの取材対応を含め様々なメディアを活用し、アシュアランスイノベーション戦略の概要、並びに推進状況について、自らの言葉をもってタイムリーかつ積極的に情報発信をしております。
　中でも「監査品質に関する報告書2020」においては、理事長メッセージとともに、アシュアランスイノベーション戦略にフォーカスを置いた座談会にて、企業経営とデジタル技術の活用についてEY新日本のPurposeを実現するための経営ビジョン、具体的な戦略、それを支える組織体制とデジタル技術活用の整備状況、戦略の達成状況に係る指標などについて詳細かつ読み手への伝わりやすさを意識した内容として情報発信を行っております。
　また、EY新日本が発刊している社外向け専門誌である情報センサーにおいては、「AIと全量データを活用したリアルタイムなリスクの識別の追求」への取り組みのひとつである継続的監査手法(Continuous Auditing)についてパイロット適用いただいているクライアントの社長との対談を行い、当該対談において、継続的監査手法(Continuous Auditing)のさらなる進化に向けた今後の方向性について、クライアントのシステムとの常時接続によるリアルタイムに自動取得した全量データについて、EY新日本で独自に開発した会計仕訳異常検知アルゴリズムである「EY Helix General Ledger Anomaly Detector」とも連携化させた運用や、予測分析の研究と開発などにも言及がなされ、広範かつ積極的な情報発信を経営者自らが実施しております。　
　さらに、クライアント向けのEYウェブセミナーにおいては、DX人材育成の課題についても取り上げ、既存の監査プロフェッショナルに対する育成に加えて、STEAM（Science、Technology、Engineering、Art、Mathematicsの頭文字）人材にとって魅力的な監査法人にするためのキャリアプランの明示、確立を行うことで、将来的にデータとテクノロジーに強い監査プロフェッショナル(会計士、IT専門家など)と、会計監査のナレッジを持ったSTEAM人材の融合によりアシュアランスイノベーション戦略の推進と実現をしていく旨を明示しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年11月頃　～　2021年4月頃

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」により自己診断を実施しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　年　　月頃　～　2021年5月頃（継続実施）
※サイバーセキュリティを含む情報セキュリティに関する対策の的確な策定及び実施は現在に至るまで継続的に実施しております

	実施内容
	EY 新日本は、適切な情報セキュリティの実践を、私たちに対する社会からの信頼を支える重要な柱と理解し、情報の管理および保護に関する基本方針として、情報セキュリティポリシーを定め、理事長を最高責任者とする情報セキュリティ体制を構築しています。
また、全構成員に対し、セキュリティ意識の向上と知識の更新を目的とした情報セキュリティ研修の受講を毎年義務付け、情報セキュリティポリシー等を理解し実践している旨の確認を毎年実施しています。
EY新日本は、EYグローバルが定めた情報セキュリティマネジメントシステムのPDCAサイクルにより情報セキュリティを推進しており、情報セキュリティの外部と内部監査はEYグローバルによって実施されています。サイバーセキュリティについても、 EYグローバルの専門部隊と連携して、サイバー攻撃等に対応する体制を構築しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

